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          別 添  

普天間飛行場代替施設（ヘリコプター基地）の移設 

等受のけ入れのための基本条件 

 

 

 

１ 安全性の確保 

(1)基本計画（設置場所を含む）の策定 

当該施設及び関連施設の基本計画策定に当たっては、市民生活に著

しい影響を与えない施設計画を策定するとともに、位置の選定に当

たっては、地元住民の意向を尊重する。また、航空機騒音や航空機

の運用に伴う事故防止等生活環境や安全性、自然環境への影響等に

ついては、国において、客観的な判断ができる適切な協議機関等を

設置する 

(2)機能及び規模 

ＳＡＣＯ最終報告における普天間飛行場代替施設及び民間空港の機

能及び規模については、安全性や自然環境などに配慮した最小限の

ものとする 

(3)実施体制の確立 

当該施設及び関連施設の基本計画の策定及び建設については、国、

沖縄県及び名護市との間で適切な協議機関等を設置する 

 

２ 自然環境への配慮 

(1)環境影響評価を実施するとともに、その影響を最小限に止め適切な

対策を講じる 

(2)必要に応じて新たな代替環境を醸成する。そのために必要な研究機

関等を設置する 

 

３ 既存の米軍施設等の改善 

(1)キャンプ・シュワブ内の廃弾処理については、市民生活への影響に

配慮し、その対策を講じる 
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(2)辺野古弾薬庫の危険区域内に国道３２９号が現存することについて

は、その安全対策を講じる 

(3)キャンプ・シュワブ内の兵站地区に現存するヘリポートは、普天間

飛行場代替施設運用開始時までに同施設へ移設する 

 

４ 日米地位協定の改善及び当該施設の使用期限 

(1)日米地位協定については、懸案事項を含め諸課題について改善を行

う 

(2)当該施設の使用期限については、基地の整理・縮小を求める観点か

ら、１５年の使用について具体的な取り組みを行うものとする 

 

５ 基地使用協定 

(1)基地使用協定については、地域の安全対策及び基地から発生する諸

問題の対策等を講じるため、飛行ルート、飛行時間の設定、騒音対

策、航空機の夜間飛行及び夜間飛行訓練、廃弾処理等既存施設・区

域の使用に関する対策、その他環境問題、基地内への自治体の立ち

入り等地方自治体の意見を反映した内容で、国と名護市との間で協

定を締結し、沖縄県が立ち会うものとし、定期的な見直しを行う 

(2)移設先及び周辺地域の住民生活に著しい影響を及ぼさないよう、国、

沖縄県及び名護市で必要な協議をするため、適切な協議機関等を設

置する 

(3)環境問題については、定期的にチェックし調査結果を報告する 

 

６ 基地の整理・縮小 

過重な基地負担を軽減するため、地域の理解を得ながら、さらなる米

軍基地の計画的、段階的な整理・縮小が必要であり、実現に向けて取

り組む 

 

７ 持続的発展の確保 

第 14期沖縄政策協議会で了解された事項いついて、確実に実施する 


